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研究成果の概要（和文）： (1)琉球大学は、米国ランド・グラント大学をモデルに、地域社会に開かれた高等教
育機関を目指し、地域に教育・研究の成果を還元する「普及」を目的とした。(2)普及事業は、農学や家政学を
擁する教育組織が担い、開学当初から琉球大学の主要な存在として位置づけられた。(3)開学当初から家政学や
農学の専門家をミシガン州立大学から派遣顧問団として迎え、普及事業の推進に琉球大学教授陣とともに行っ
た。(4)普及事業は多岐に渡り、家政学部の教授陣が琉球列島各地域に出向き、生活改良のデモンストレーショ
ンや各種講座を担当した。(5)日本復帰後の国立大学移管に伴い、大学としての普及事業も衰退していった。

研究成果の概要（英文）：In the Ryukyus, the Home Economics as a discipline in the U. S. universities
 were introduced as it was. That was because the area was governed directly by the U.S. troops, and 
that there was no university by the end of war. In addition, the advisory group from Michigan State 
University, one of the leading land-grant colleges, took important part in the management of the 
research and education of Home Econoics in the University of the Ryukyus. The aim of land-grant 
colleges is serving the community and extension programs are the essential services for them. 
Therefore, Home Economics as well as Agriculture was set up as the main branch of learning and 
extension programs based on those disciplines were recognized as the key activities in the 
University of the Ryukyus. 
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 これまで、戦後大学改革期の新制度構想に
関わる研究は海後宗臣・寺崎昌男 『大学教
育』（1969）を筆頭に、田中征男（1995）、羽
田貴史（1999）、土持ゲーリー法一（1996）、
同（2006）など数多く行なわれてきた。そこ
では、日本側関係者に対する GHQ(CI&E）
担当官の協力、助言・指導によって、様々な
領域において戦後の大学改革が進められて
きたことが示されていた。しかし、①CI&E
の各スタッフが担当した指導領域は、彼らは
必ずしもその分野の専門家ではなかったこ
と、②必要に応じてアメリカの状況を調査研
究しつつ指導をしていた実態があったこと
については、研究代表者である石渡による同
時期の家政学部の設置構想の研究（①野坂
（石渡）尊子「新制大学創設直前における「家
政学」―それを支えた人物と団体―」『家政
学原論研究』第 37号、pp30－40、2003年、
②野坂（石渡）尊子「戦後高等教育改革にお
ける「家政学」理解 －「家政学部設置基準」
の制定過程に見る－」『大学教育学会誌』第
23巻 2号、pp.110-120、2001年）、および連
携研究者の日永龍彦による（③日永龍彦「戦
後改革期における大学のアクレディテーシ
ョンに対する理解」、大学基準協会『大学評
価研究』、第７号， pp.93-101、2008年）の
研究を通じて指摘した以外ほとんど注目さ
れておらず、当時改革モデルとして紹介され
たアメリカの実態を理解しないままに日米
の違いを論じている場合が多い。ただ石渡も
日永も、アメリカ本国の専門家の助言を受け
つつ、占領政策担当官自ら調査研究を進めて
いく過程で複数の事例から指導するための
モデルを何らかの意図を持って選択してい
った、その具体的な過程や背景まで明らかに
するにはいたっていなかった。 
 連携研究者（日永）は、平成 24年度から 3
年間、研究代表者として「戦後新制大学の質
の維持・向上システムの再検証－改革モデル
の選択・理解・受容－」（科学研究費補助金 
基盤研究（Ｃ）（一般））という研究課題にお
いて、戦後改革期の日本本土と沖縄の大学の
設置認可制度・管理運営制度の形成過程の異
同と相互関係の解明に取り組み、石渡はその
連携協力者であった。そこでは、大学の教
育・研究や管理運営の改革モデルとして提示
されたものの日本本土では受容に至らない、
あるいは受容されたものの特殊日本的に変
質したものが、沖縄（琉球大学）では比較的
提示モデルそのままの形で受容されている
ことがわかってきていた。本研究が焦点を当
てる家政学教育についても同様のことが言
えることがわかった。幸い、沖縄県公文書館
が直接統治の主体であった USCAR(米国民
政府)をはじめとする本土復帰以前の資料を
広範に収集していた。琉球大学の年史編纂事
業ではそのような資料が活用されているも
のの、復帰とともに姿を消した家政学部の教
育・研究や、とりわけ特徴的であった地域住

民を対象とした生活改善・普及事業と琉球大
学の関連はほとんど触れられていないのが
実態であった。 
 
２．研究の目的 
 戦後日本の大学制度形成過程において、占
領当局は複数のアメリカの事例を改革モデ
ルとして日本側に提示した。それらのモデル
は各 GHQ担当官や部局によって異なってい
た。本研究は、学部構成、カリキュラム等の
モデル選択過程と背景、及び日本側の受容過
程を解明する。その際、直接統治下の沖縄お
いて本土とは異なり、ミシガン州立大学（ラ
ンド・グラント大学）のモデルがそのまま創
設期の琉球大学に受容されたこと、ランド・
グラント大学の理念である地域発展に寄与
した家政学分野およびその教育に着目した。 
 そのために、(1)ミシガン州立大学がモデル
として選択されていく過程・背景と、(2)両大
学における当時の家政学教育の実態、移入・
受容された内実を実証的に明らかにする。 
(1) は、なぜ琉球大学の教育研究・管理運営
をミシガン州立大学が支援したのかを明ら
かにする。研究代表者がこれまで進めてきた
研究を通じて、日本本土の新制女子大学（女
子大学への昇格時）に紹介された家政学のモ
デルはオレゴン州立大学、ニューヨーク州立
大学、コロンビア大学のものであったことが
わかっている。しかし、琉球大学は創設直後
にミシガン州立大学から顧問団を受け入れ、
結果的に同大学の教育・研究や管理運営のあ
り方がモデルとなっていった。もちろん、ミ
シガン州立大学が顧問に選ばれた背景には、
同大学がランド・グラント大学の先駆的な存
在であり、Home Economicsを大学教育上で
創始したことも一因であったと推測できる
が、どのような事由によりミシガン州立大学
が琉球大学を支援するようになったかは、先
行研究からは明らかでない。USCAR資料や、
琉球大学の支援をミシガン州立大学とする
ことを決定したアメリカ教育評議会
（American Council on Education）資料、
ミシガン州立大学関連資料を精査すること
を通じて解明する。 
(2) については、当時のミシガン州立大学と
琉球大学における家政学教育はどのように
おこなわれていたのかを検討する。USCAR
資料やミシガン州立大学関連資料を精査す
ることを通じて、当時の琉球大学教授陣およ
びミシガン州立大学派遣顧問団員のうち家
政学教育を担った教授陣の学術的な背景、家
政学教育カリキュラムやの住民を対象にし
た普及事業の内容、などを検討して琉球大学
に移入された Home Economics の内実を明
らかにする。 
 また、琉球大学の本土復帰に伴う国立大学
への移行に際し、普及事業を推進し、戦後沖
縄の地域貢献を担ってきた家政学教育が打
ち切られた背景を検証する。開学時の主要な
目的であった普及事業は，当時の住民たちに



も好評を博していたにもかかわらず顧問団
派遣の終了とともに打ち切られ，普及事業を
含めた Home Economics は消滅したように
見える。たとえば，国立大学への移行直前の
教授会関連資料内には，本土の大学教育にお
いて「家政学部」は「中心的でない」存在で
あることを調査したものがあることがわか
っているが、当時のより詳細な状況を明らか
にする。 
  
３．研究の方法 
 戦後大学改革についてのこれまでの研究
は、そのモデルとなった当時のアメリカの事
例の具体的な実態とそれを受容する日本の
個別大学の状況、当該大学がおかれている地
域の実状についての十分な検討がされない
ままに、日米双方の資・史料の解釈がされて
きたきらいがある。本研究は、当時の琉球大
学とそのモデルとなったミシガン州立大学
の教育研究の実態を家政学教育を中心に明
らかにしていくが、ミシガン州立大学におけ
る家政学がランド・グラント大学の理念であ
る生活改善のための実学的な専門知識をも
つ人材の育成とともに、住民を対象とする普
及事業を通じた地域貢献という両面を重視
していた点に注目する。それを通じて、同じ
「アメリカ」モデルを受容した日本本土の大
学における家政学教育が、地域社会に貢献す
る実学ではなく、「教養としての家政学」で
あったこと、またその定着実態が大学のおか
れている地域の状況（都市か地方か）に応じ
て異なっていたことの背景や要因の解明も
可能になり、戦後の女子大学創設の意味を再
検討する契機ともなりうる。 
 さらに、このような占領下の日本本土と米
国統治下の沖縄における大学教育改革施策
の異同の解明は、これまでの戦後大学改革研
究に新たな展開をもたらすだけでなく、琉球
大学における住民を対象とした普及事業の
実態解明を通じて、地域への貢献が求められ
ている今日の日本の大学の教育研究のあり
方にもさまざまな示唆を得られるものにな
る。 
＜2014年度＞  
資料調査を、沖縄県公文書館・琉球大学図
書館ハワイ大学マノア校図書館等において
行なった。沖縄県公文書館では USCAR関連
資料、琉球政府－米国民政府往復文書を中心
に資料収集を行った。琉球大学図書館では
『琉大 農家便り』を通覧し、大学としての
普及事業の実態資料を収集した。ハワイ大学
においては、ハワイ在住琉球系移民の内、琉
球大学設立に尽力した個人およびその団体
について、刊行物やハワイ大学卒業者を中心
に調査を行った。 
また、琉球大学創設期の普及事業の内実を
明らかにするために、当時の家政学部教授陣
およびその関係者へのインタビューを実施
した。 
この成果の一部を日本教育学会大会ラウ

ンドテーブルおよび日本家政学会家政学原
論部会夏期セミナーにて報告した。 
＜2015年度＞ 
資料調査は、沖縄県公文書館、沖縄県立図
書館（郷土資料室）、沖縄県議会資料室など
の沖縄調査に加え、ミシガン州立大学のアー
カイブズとハワイ大学マノア校のアーカイ
ブズにおいて行った。 
沖縄県内の調査では、琉球政府（行政側）
の普及事業の実態を明らかにするために各
地方が刊行したニュース冊子等の刊行物、当
時の関係者の記録論稿を収集した。また、普
及事業の主導権争いに発展した琉球大学と
琉球政府や農業・漁業・林業等の諸団体の見
解、議論の経過を示す資料として、米国関係
資料、立法院（琉球各地の代表者からなる議
会）記録等を中心に収集した。ミシガン州立
大学およびハワイ大学では、琉球大学創設お
よび創設当初に、どのような大学理念がどの
ような理解で琉球大学に持ち込まれたのか
を明らかにするために、米国関係者（ミシガ
ン州立大学およびハワイ大学教授陣）の履歴、
学問的背景を両大学のアーカイブズにて調
査を行った。 
これらの成果の一部を日本教育学会大会
ラウンドテーブル及び日本家政学会家政学
原論部会夏期セミナーで報告した。また論文
としてまとめ、日本家政学会家政原論部会の
『家政学原論研究』に投稿した。（掲載は 2016
年度） 
＜2016年度＞ 
資料調査活動は、沖縄県公文書館を中心と
する沖縄調査に加え、スタンフォード大学の
フーバー教育研究所およびミシガン州立大
学のアーカイブズにおいて行った。 
沖縄県公文書館では特に、USCAR 関連文
書内の琉球大学が日本復帰後の国立大学移
管に伴い、開学当初から設置されていた「家
政学部」が廃止され、大学としての普及事業
も衰退していったことを明らかにしていく
資料群を収集した。スタンフォード大学では、
在沖した GHQ 担当官の個人文書を中心に
通覧、収集した。ミシガン州立大学では、学
長文書のコレクションおよびミシガン州立
大学にて教鞭をとり琉球大学にも普及事業
に関連して来沖した日本人教授の個人文書
を中心に検討、収集した。 

 
４．研究成果 
研究期間全体を通じて、以下の 5点が明ら
かになった。(1)琉球大学は、米国のランド・
グラント大学（ミシガン州立大学）をモデル
とし、地域社会に開かれた高等教育機関を目
指し、地域に教育・研究の成果を還元する「普
及（Extension）」を目的としたこと。(2)普及
事業は、農学・家政学を擁する学部組織が担
っており、開学当初から家政学教育は琉球大
学の重要な役割を果たすための存在として
位置づけられたこと。(3)開学当初から家政学
（Home Economics）や農学の専門家をミシ



ガン州立大学からの派遣顧問団の一員とし
て迎え、普及事業の推進に琉球大学教授陣と
ともに力を注いだこと。(4)普及事業は多岐に
渡るものであり、家政学部の教授陣が琉球列
島の各地域や学校に出向き、生活改良のため
のデモンストレーションや各種講座を担当
していたこと。(5)日本復帰後の国立大学移管
に伴い、開学当初から設置されていた「家政
学部」は廃止され、大学としての普及事業も
衰退していったこと。 
 これらは、研究代表者がすでに明らかにし
てきた戦後日本（本土）における女子大学の
創設および大学制度上の家政学の再編がも
つ意義、つまり女子の高等教育機会拡大への
貢献とは大きく異なっていることがわかっ
た。本土の新制大学創設時に制定された、「大
学基準」（1947年 7月 8日）、「家政学部設置
基準」（1947年 8月 5日）によって、家政学
は大学制度上に組みこまれた。しかし、家政
学部設置基準は、「米国大学のホーム・エコ
ノミックスの学科構成を追った」だけであり、
琉球大学のように家政学が本来果たすべき
役割である「普及」概念を受容するまでには
至らなかったのである。 
（1）（2）（3）については琉球大学の沿革
史誌だけでなく、当時の関係者の回顧録、琉
球大学の発足経緯および発足期からの学
部・学科組織構成、設置科目等、大学便覧を
精査することで明らかになった。また
USCAR 文書やミシガン州立大学アーカイブ
ズ内資料群から、ミシガン州立大学派遣顧問
団によって、琉球大学はランド・グラント大
学モデルを農学・家政学分野において内実と
もに実行できた経緯だけでなく、担当者（琉
球およびミシガン）の個人文書（履歴・学問
背景等）からもどのような教育内容が行われ
ていたかが明らかになった。 
（4）は、琉球大学創設期の普及事業の内
実を明らかにするために、当時担当していた
教授陣の回顧録等だけでなく、その関係者へ
のインタビューなどから、ミシガン大学から
の教授陣と琉球大学の教授陣が協力して琉
球全体に足を運んでいた普及事業が、当時の
琉球の人々にいかに人気を博し、人々の生活
に密着し、その改善に貢献していたかが明ら
かになった。 
 （5）は、沿革史誌類や琉球大学発行の定
期刊行物、琉球政府各種刊行物から、本土の
影響を受けた琉球政府側が行政施策として
展開していた普及事業と、ランド・グラント
大学の理念としての琉球大学自らが展開す
る普及事業とが平行して展開され、次第に前
者が優位になっていくような方向性が見て
取れた。そこで、その間の経緯を一次資料か
らあとづけて明らかにした。琉球大学のラン
ド・グラント大学モデルとして実施された普
及事業・活動を USCARが農業試験場を含め
た普及事業をすべて琉球大学に移管するよ
うに指示を出したことで、次第に琉球政府
（日本側）の行政関係団体との管轄権の争い

になり、また琉球大学が次第に普及事業を縮
小させていく過程を明らかにした。結局、行
政主体となり琉球大学の普及事業は消滅し
ていくが、その過程と議論の内容が米国関係
資料、立法院（琉球各地の代表者からなる議
会）記録等を中心に明らかになった。 
さらに、琉球大学が日本復帰後の国立大学
移管に伴い、開学当初から設置されていた
「家政学部」は廃止され、大学としての普及
事業も衰退していったことにも着目し、その
間の経緯を普及事業の変容と併せて検討し
た。国立大学移管においては、創設の目的で
あった地域貢献としての大学の機能（普及）
が失われ、本土の新制大学と同様に「家政学」
は、家庭科教員養成を目的とした教育内容に
なったことが明らかにされた。 
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